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研究成果の概要（和文）：本研究では学校運営協議会制度の増加に応じた学校及び教育委員会の対応を実証的に解明し
ようと試みた。具体的には、先進校・自治体への政策参照のあり方、教育委員会による学校の課題への支援等について
、アンケートとインタビューを実施した。
アンケートは09年度以降に学校運営協議会を置いた「後発校」1,105校に配布、回収率は46.3%だった。学校間の相互参
照が一定程度広がっていること、参照先・参照元の地理関係、参照理由、参照内容について明らかにした。教育委員会
のインタビューでは、学校運営協議会の代表者が一堂に会する場面の設定や、教育委員会担当者の学校への派遣などに
より水準維持を試みている様子を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research project investigated the trend of 1)inter-school/inter-municiparity 
policy spillover about school governance, and 2)meta-governance of school governance, focusing on School M
anagement Committee (SMC). First, I conducted  survey of state funded compulsory schools which have their 
own SMC. Questionnaires, containing questions about existence or non-existence of policy reference, main p
urpose of policy reference, and policy reference network, were sent out to 1105 schools, and I have a 46.3
% response rate. Second, I interviewed staff of school board about how they govern governances of every sc
hools. 
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１．研究開始当初の背景 
 
(1) 保護者・地域住民が学校運営に一定の責任

と権限を持って参加することが出来る「学
校運営協議会」制度について、2004 年に
法制度化されてから、約 10 年が経過した。
政府の政策目標で公立小中学校の 1 割（約
3,000 校）への設置が目指されたことをも
受け、着実な普及が進み、個々の学校・自
治体にとって学校ガバナンスの一つの選
択肢となっていると思われる。 

 
(2) これは同時に、従前では「先進校」「先進

自治体」を中心に設置されてきた学校運営
協議会が、「後発校」・「後発自治体」にも
広まっていることを意味する。この状況を
本研究は「普及期」にあるものと捉え、研
究の出発点とする。 

 
(3) 普及期において検討課題となるのは、後発

校・後発自治体が参照できる知識ベースが
一定程度蓄積され、学校や自治体（教育委
員会）相互の政策参照の活性化が存在して
いるのではないかということである。 

 
(4) また、数が増えたことに伴う課題も生じて

いよう。特に、複数の学校運営協議会設置
校を所管する教育委員会では、学校ガバナ
ンスの質の確保に向けて何らかの工夫や
取組を行っているものと考えられる。こう
した観点に立ち、相互参照と課題への対応
状況について、実証的に明らかにすること
を試みた。 

 
２．研究の目的 
 
(1) 本研究の目的は、普及期にある学校運営協

議会制度に着目し、その数的増加に対応し
た学校運営協議会及び学校、保護者・地域
諸組織、教育委員会の組織と運営の動態と
構造について、実証的に解明することであ
る。 

 
(2) 具体的には、先進学校・先進自治体への後

発学校・後発自治体による相互参照のあり
方、教育委員会による学校の課題への支援
のあり方、学校における関連諸組織の整理
統合のあり方などについて、アンケートと
インタビューの両面から把握するもので
ある。 

 
３．研究の方法 
 
(1)実証的研究について方法は、主に 2 つで

ある。 
 

① 第 1 に、比較的近年学校運営協議会が
設置された学校に対してアンケートを
行い、他校への視察・照会の動向を把
握するとともに、どのような組織でど

のような活動を行っているのかを確認
した。 

 
② また、教育委員会にインタビューを行

い、複数の学校運営協議会設置校を所
管する自治体教育委員会として、いか
に全体の水準確保に努めているか等を
訊ねた。 

 
(2)この他、教育行政学、教育経営論、教育

社会学等に関する文献を収集し、関連領
域の研究を把握することにも努めた。 

 
４．研究成果 
 
(1)アンケートは、2009 年度以降に学校運営

協議会を設置した「後発校」を対象にした。
1,105 校に配布、途中リマインドを送付し、
結果 513 校から回収を得た。回収率にする
と 46.4%だった。 
コミュニティ・スクール導入の検討、現状
の運営の態様を問うたもので、校長に回答
をしてもらった。学校間の相互参照の関係
性が一定程度広がっていること、参照先・
参照元の地理関係、参照理由、参照内容に
ついて明らかになった。 

 
(2)また、教育委員会へのインタビューでは、

学校運営協議会の代表者が一堂に会する
場面を設定することや、教育委員会担当者
の学校への派遣などにより水準維持を試
みている様子が明らかになった。さらに、
社会教育分野との連携を図り、成人教育に
おける人材育成手法が、参加者のエンパワ
メントにおいて参考にされていることも
明らかになった。 

 
(3)ただし、アンケートについては、当初、

回収率が上がらず、年末年始を挟んでリマ
インダーを送付するとともに、回収期限を
延期した。このためもあり、深い分析がな
されていない部分がある。特に、学校運営
協議会関係の組織図を図解してもらった
ものについては、質的情報の分析となり、
今後の課題となっている。 

 
(4)その他、今後の課題としては、今回実施

したアンケート結果を、2010 年に実施し
たアンケート結果（研究代表者が他の研究
者と共同して実施）と比較し、時系列的な
変化を明らかにするとともに、更に一定の
年数の経過の後に同様のアンケートを実
施することで、学校や自治体の相互参照ネ
ットワークがどのように推移していくの
かを明らかにすることも求められる。時系
列的データの蓄積は、対象としている政策
の導入からの年数を考えるとこれからの
課題であり、その基礎的データを取得した
ことで、今後の知見を生むための基盤を形
成する研究となった。これは、2014-2016



年度に代表者によって実施される若手研
究（B）（研究課題番号：26780459）での検
討課題として引き継がれ、研究の継続性に
つながるものとなった。 
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